2022年11月吉日
クレディ・アグリコル銀行東京支店

外国送金サービスをご利用のお客様へ
外為法に基づく銀行等の確認義務履行について

金融機関及び資金移動業者は外国為替及び外国貿易法（以下「外為法」といいます。）により、顧客の外国為替取引等を受け付ける際には外為法上の規制対象取引に該当しないことを確認することが義務づけられています。当支店では取引に際して以下に規定する外為法その他の制裁・規制対象取引に該当しないことの確認申告をいただいております。


規制対象取引
1. 貿易に関する規制
0. 北朝鮮、クリミア自治共和国又はセヴァストーポリ特別市、およびドネツク人民共和国又はルハンスク人民共和国を原産地又は船積地域とする貨物の輸入及び仲介貿易取引
0. 北朝鮮を仕向地とする貨物の仲介貿易取引
1. 制裁対象に関する規制
1. テロリスト等、外為法で指定される資産凍結対象者への支払（財務省HPをご参照ください。）
1. 北朝鮮に住所や居所を有する自然人への支払
1. 北朝鮮に主たる事務所を有する法人・団体及びその実質支配下にある法人・団体への支払
1. 送金目的に関する規制
2. 北朝鮮の核関連活動等に寄与する目的の取引
2. イランの核関連活動等に寄与する目的の取引
1. その他制裁措置（資産凍結・輸出入禁止・投資規制措置等）
3. 国連安全保障理事会、米国OFAC、欧州委員会等による制裁・規制措置


注：申告の際、「NNK、NI、NOFAC、No link with sanctions、制裁関連なし」等の簡易表記により申告いただく場合、上記のいずれにも該当しないとの意味であることを改めてご留意ください。

場合により確認のための資料（契約書、インボイス、B/Lの写し等）の提供をお願いすることがあります。

確認義務の履行に必要な情報の提供が不十分な場合、および国連安全保障理事会・米国・欧州制裁当局等の制裁措置・規制措置に抵触する可能性のある取引は取り扱いができませんのであらかじめご了承ください。

参照資料


➡　財務省周知資料「外為法に基づく経済制裁等への対応について」（2022/07/12）  
➡　金融庁協力依頼「金融機関におけるマネロン・テロ資金供与・拡散金融対策について」
➡　外国為替検査ガイドライン
➡　マネーローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン（金融庁）
➡　マネロン・テロ資金供与対策ガイドラインに関するよくあるご質問（FAQ）



To : customers availing foreign remittance service

[bookmark: _GoBack]Re : Fulfillment of verification obligation of banks under the Foreign Exchange and Foreign Trade Act

Foreign Exchange and Foreign Trade Act obliges financial institutions and money transfer service providers to confirm that the transactions they handle do not fall under restrictions of the Act.


Credit Agricole CIB Tokyo Branch therefore requires customers to declare that their transactions do not fall under transactions subject to sanctions or restrictions under the Act or any other laws and regulations, as set out below.

Restricted transactions
1. restrictions on trade
· Import and intermediary trade of goods originating or shipped from North Korea, the Autonomous Republic of Crimea or Sevastopol, and the Donetsk People's Republic or Luhansk People's Republic.
· Intermediary trade of goods destined to North Korea.
2. restrictions on sanction targets
· Payments to persons subject to asset freezes designated under the Foreign Exchange and Foreign Trade Act, such as terrorists (please refer to the Ministry of Finance website).
· Payments to natural persons having their domicile or residence in North Korea
· Payments to legal entities and organizations with their principal office in North Korea and legal entities and organizations under their effective control.
3. restrictions on the purpose of remittance
· Transactions intended to contribute to North Korea's nuclear-related activities.
· Transactions intended to contribute to Iran's nuclear-related activities.
4. other sanctions (asset freezes, import/export bans, investment control measures, etc.)
· Sanctions and regulatory measures by the UN Security Council, US OFAC, European Commission, etc.


Note: Please be reminded that your declaration in a simplified text form such as "NNK, NI, NOFAC, No link with sanctions", shall be taken that none of the above applies.

In some cases, you may be asked to provide documents for verification (e.g. copy of contract, invoice, B/L, etc.).

Please note that transactions with insufficient information for the fulfilment of the verification obligation or that may violate sanctions or regulatory measures imposed by the UN Security Council, the US or European sanctions authorities cannot be handled.

Reference documents


➡　MOF : Economic Sanctions under the Foreign Exchange and Foreign Trade Act (Public Notice 2022/07/12)     
➡　Guideline for Foreign Exchange Examination
➡　Guideline for anti money laundering and counter terrorism financing (FSA)
➡　FAQ on Guideline for anti money laundering and counter terrorism financing
➡　FSA : For customers of financial institutions to understand risks of money laundering and terrorist financing


image2.emf
外為法に基づく資産 凍結等経済制裁への対応について.pdf


外為法に基づく資産凍結等経済制裁への対応について.pdf


0


外為法に基づく経済制裁等への対応について


2022年7月12日
財務省国際局外国為替室
財務省国際局為替実査室







目 次


１．ウクライナ情勢をめぐる外為法に基づく措置への対応 ２
当該措置の概要 3
当該措置に関する確認義務の履⾏（共通事項） 4
当該措置に関する確認義務の履⾏（個別留意点） 5


２．最近の外国為替検査等において検知された不備事項への対応 10


1







１．ウクライナ情勢をめぐる外為法に基づく措置への対応
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ウクライナ情勢をめぐる外為法に基づく措置の概要


 ロシアの個人・団体*（619個人・団体）
プーチン⼤統領、政府⾼官、オリガルヒ、ロシ
ア中銀、11⾦融機関 等


 ベラルーシの個人・団体* （35個人・団体）
ルカシェンコ⼤統領、政府⾼官、4⾦融機関、
軍事関連企業 等


 クリミア「併合」、ウクライナ東部不安定化、２
共和国（自称）関係者（274個人・団体）


*指定団体（ロシア中銀を除く。）により株式の総数等の50％
以上を直接保有された団体も資産凍結等の対象。


①資産凍結等の措置 ③輸出入の禁止措置


 ロシア・ベラルーシ向け特定品目の輸出禁止
 ロシア・ベラルーシの特定団体への輸出禁止


（ロシア︓266団体、ベラルーシ︓27団体）
※このほか２共和国（自称）との輸出入、ロシアからの一部
品目の輸入を禁止


②証券の発行等の禁止措置


 ロシア政府等が発⾏した証券の取得・譲渡
の禁止


 ロシア政府等による本邦における証券の発
⾏・募集の禁止


 ロシアの特定銀⾏（5団体）による本邦にお
ける証券の発⾏・募集の禁止


 上記発⾏・募集のための労務・便益提供の
禁止


⑤対外直接投資の禁止措置


 ロシアにおいて⾏われる事業に係る対外直接
投資の禁止


 ロシア法人等により外国において⾏われる事
業に係る対外直接投資の禁止 3


④技術提供・サービスの禁止措置


 ロシア・ベラルーシ向け特定品目の技術提供
の禁止


 ロシア・ベラルーシの特定団体への技術提供
の禁止（対象者は③の特定団体と同じ。）


 ロシア向け特定サービスの提供の禁止


7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（共通事項）


ウクライナ情勢をめぐる外為法に基づく措置に係る確認義務の履⾏においては、外為
検査ガイドラインに沿った対応を⾏うとともに、次ページ以降の点に留意し、確認を実
施する必要。
【外為検査ガイドラインで求めている主な対応】
 制裁対象者が追加される等、規制の対象が拡⼤、変更された場合に、該当する


預⾦⼝座がないことを直ちに確認
 新規の預⾦⼝座開設の際に、当該預⾦⼝座開設者が制裁対象者か否かを確認
 顧客の送⾦について、自動照合システム等により照合し、制裁対象の送⾦ではな


いかを確認
 顧客の送⾦について、確認を⾏うために必要な、仕向国、被仕向銀⾏、送⾦目的、


送⾦人及び受取人の⽒名・名称、住所・所在地（国⼜は地域）等の情報（以
下「必要情報」という。）を把握し、これにより確認を実施 等


上記確認を⾏った上で、規制対象であると疑われる場合には、顧客に必要な資料の
提示又は詳細な説明を求める等により、慎重に確認
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7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（個別留意点）


⑴特定の団体により株式等を５０％以上所有されている団体への支払


 資産凍結等の措置の対象となるロシア・ベラルーシの団体（ロシア中央銀⾏を除く。）
については、当該団体により株式の総数⼜は出資の総額の５０％以上を直接所有さ
れている団体（本邦内に主たる事務所を有する団体を除く。）も資産凍結の対象であ
り、これへの対応として、例えば、以下を実施。
 顧客の仕向送⾦について、当該顧客から受取人が上記に該当しないことの申告を


受ける。
 顧客管理により把握された顧客の親会社等に資産凍結等の措置の対象となる団


体がないか確認。


⑵制裁対象銀⾏との間の支払等


 ロシア・ベラルーシの制裁対象銀⾏名のほか、当該銀⾏のSWIFTコード（BICコード）
を自動照合システムによるスクリーニングの対象単語に登録し、SWIFTの自由記載欄
（７０、７２番フィールド）を含めスクリーニングを実施する必要。
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7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







（参考）ロシア及びベラルーシの資産凍結等対象銀行


告示日 適用日 銀行名 英語表記 所在国等


2022.2.26 2022.3.28 バンク・ロシア Bank Rossiya ロシア


2022.3.1 2022.3.1 ロシア連邦中央銀行
Central Bank of the Russian 
Federation


ロシア


2022.3.1 2022.3.31 プロムスヴャジバンク Promsvyazbank ロシア


2022.3.1 2022.3.31 ロシア対外経済銀行 VEB.RF（Vnesheconombank） ロシア


2022.3.3 2022.4.2 対外貿易銀行 VTB Bank ロシア


2022.3.3 2022.4.2 ソフコムバンク Sovcombank ロシア


2022.3.3 2022.4.2 ノヴィコムバンク Novikombank ロシア


2022.3.3 2022.4.2 アトクリチエ Otkritie ロシア


2022.3.11 2022.4.10 ベルアグロプロムバンク Belagroprombank ベラルーシ


2022.3.11 2022.4.10 バンク・ダブラブィト Bank Dabrabyt ベラルーシ


2022.3.11 2022.4.10 ベラルーシ共和国開発銀行
Development Bank of the Republic 
of Belarus


ベラルーシ


2022.4.12 2022.5.12 ズベルバンク Sberbank ロシア


2022.4.12 2022.5.12 アルファバンク Alfa-bank ロシア


2022.6.7 2022.7.7 モスクワ・クレジット・バンク Credit Bank of Moscow ロシア


2022.6.7 2022.7.7 ロシア農業銀行
Russian Agricultural Bank 
(Rosselkhozbank)


ロシア


2022.6.7 2022.7.7
ベルインヴェストバンク（ベラ
ルーシ開発復興銀行）


Belinvestbank (Belarusian Bank for 
Development and Reconstruction)


ベラルーシ
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7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







⑶証券の発⾏等に関する確認
【規制対象取引等】


i. ロシアの政府その他政府機関等が発⾏した証券の取得⼜は譲渡
ii. ロシアの政府その他政府機関等による本邦における証券の発⾏⼜は募集
iii. ロシアの特定銀⾏（当該銀⾏により株式の総数⼜は出資の総額に占める割合の百分の


五十以上を直接に所有されている団体（本邦内に主たる事務所を有する団体を除く。）
を含む。）による本邦における証券（償還期限の定めがある場合、３０日超のものに限
る。）の発⾏⼜は募集


iv. 上記ii.及びiii.に掲げる発⾏⼜は募集のための労務⼜は便益の提供


【確認の実施方法】
 「必要情報」（p.４を参照）から、証券取引関係・役務取引関係の送⾦を検知


し、こうした送⾦やロシアとの間の仕向・被仕向送⾦について顧客から送⾦目的の
詳細を聴取するなどにより確認。


 取引件数等から、上記について悉皆的な確認が現実的ではない場合、顧客から
依頼される仕向・被仕向送⾦について、当該顧客から上記証券取引関係・役務
取引関係の送⾦に該当しないことの申告を受けた上で、ロシアとの間の仕向・被仕
向送⾦について送⾦目的の詳細を聴取することにより確認。 7


ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（個別留意点）
7月12日時点


（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







⑷技術提供・サービスに関する確認
【規制対象取引等】


i. ロシア・ベラルーシの居住者等に対する輸出禁止措置に関連する技術の提供（令和４年３⽉１８
日以後に開始される取引に限り、公知の技術を提供するものを除く。以下ii.に置いて同じ。）


ii. ロシア・ベラルーシの特定団体に対する技術の提供
iii. ロシアの居住者等に対する信託業に係る労務⼜は便益の提供（令和４年９⽉５日以後に開始さ


れる取引に限り、本邦居住者による出資⽐率が１０％以上の法人等、本邦居住者との間に永続
的な経済関係がある法人その他の団体に対し提供するものを除く。以下iv.において同じ。）


iv. ロシア法人等に対する会計・監査・経営コンサルタント業に係る労務⼜は便益の提供
※上記iii.のうち、ロシア居住者等との間の信託契約（当該ロシア居住者等から受託するものに限る。）に
基づく債権の発⽣、変更⼜は消滅に係る取引については、別途、資本取引として規制対象。


【確認の実施方法】
 「必要情報」 （p.４を参照）から、技術提供・サービス関係の送⾦を検知し、こうした送⾦やロシア・ベ


ラルーシ（上記iii.及びiv.に関してはロシア）との間の仕向・被仕向送⾦について顧客から送⾦目的の
詳細を聴取するなどにより確認。


 取引件数等から、上記について悉皆的な確認が現実的ではない場合、顧客から依頼される仕向・被
仕向送⾦について、当該顧客から上記技術提供関係の送⾦に該当しないことの申告を受けた上で、ロ
シア・ベラルーシ（上記iii.及びiv.に関してはロシア）との間の仕向・被仕向送⾦について送⾦目的の詳
細を聴取することにより確認。


※上記確認は、主に被仕向送⾦に対し実施することが効果的。
 上記ii.は、特定団体を自動照合システム等によるスクリーニングの対象単語に登録するなどにより確認。
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ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（個別留意点）
7月12日時点


（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







⑸対外直接投資（※）に関する確認
【規制対象取引等】


i. ロシアにおいて⾏われる事業に係る対外直接投資（令和４年５⽉１２日以後に開始される対外
直接投資に限る。以下同じ。）


ii. ロシア法人等及びロシア法人等に実質的に⽀配されている法人により外国において⾏われる事業に
係る対外直接投資


※出資⽐率が１０％以上の外国法人に対するものなど、外国法人等と永続的な経済関係を樹⽴するた
めに⾏われる証券の取得、⾦銭の貸付、⽀店・⼯場等の設置・拡張に係る資⾦の⽀払が対外直接投資
規制の対象。また、居住者が非居住者と共同設⽴する組合その他の団体への上記i及びiiに相当する⽀払
についても規制対象。


【確認の実施方法】
 「必要情報」（p.４を参照）から、対外直接投資関係の送⾦を検知し、こうした送⾦やロ


シアとの間の仕向・被仕向送⾦について顧客から送⾦目的の詳細を聴取するなどにより確認。
 取引件数等から、上記について悉皆的な確認が現実的ではない場合、顧客から依頼される


仕向・被仕向送⾦について、当該顧客から上記対外直接投資関係の送⾦に該当しないこ
との申告を受けた上で、ロシアとの間の仕向・被仕向送⾦について送⾦目的の詳細を聴取
することにより確認。
※上記確認は、主に仕向送⾦に対し実施することが効果的。


 顧客がロシアにおいて関連会社、⽀店、事務所、⼯場等を有していることやロシア法人との
共同事業等を営んでいることを把握している場合など、当該顧客の送⾦が規制対象である
ことが疑われる場合には、特に慎重に対応。 9


ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（個別留意点） 7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







２．最近の外国為替検査等において検知された
不備事項への対応
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最近の外国為替検査等において検知された不備事項への対応
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⑴預⾦⼝座の相続が⽣じた場合の対応


 相続代表者（代理人含む。）のみならず、非居住者や外国人である相続人全員につ
いて、①相続人が資産凍結等経済制裁対象者に該当しないこと、②相続人の住所⼜
は居所が北朝鮮に所在しないことの確認が必要。


⑵北朝鮮の居住者に実質的に支配されている法人等に向けた送⾦ではないことの確認


 北朝鮮に対する⽀払の原則禁止措置に関し、銀⾏等は、顧客の仕向送⾦について、
受取人が、①北朝鮮の居住者ではないか、②北朝鮮の居住者に実質的に⽀配されて
いる法人その他の団体ではないかを確認する必要。


 基本的に顧客からの申告による方法で差し⽀えないが、例えば、「受取人／受取人の
実質的⽀配者は北朝鮮に住所⼜は居所を有する者等ではない」といった明⽰的な表
現による申告を受けるなど適切な申告を確保する必要。（顧客に北朝鮮関連規制に
該当するものではないことを⽰す「NNK」（Not North Korea）等といった記載を求める場
合も、その趣旨に、「受取人／受取人の実質的⽀配者は北朝鮮に住所等を有する者
等ではない」などといったことを含むことを顧客に明⽰的に案内教⽰。）


 規制対象であると疑われる場合においては、顧客に必要な資料の提⽰⼜は詳細な説
明を求めること等により、慎重な確認が必要。
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⑶預⾦⼝座の管理・照合及び仕向送⾦における顧客の⽒名・名称への適切な対応
 非居住者⼜は外国人である顧客の預⾦⼝座の管理においては、原則として本人確認


書類を基に顧客のアルファベット名をシステム等に登録した上で、顧客名義と経済制裁
対象者名義との照合を適切に⾏う必要。


 また、仕向送⾦に際しては、顧客の⽒名・名称を中継⾦融機関⼜は被仕向⾦融機
関に対して適切に通知する必要。


 特に、以下のような場合においても、顧客の正式な⽒名・名称（個人においては本名、
法人においてはフル名称。以下同じ。）に基づいて対応する必要。
① 顧客の正式な⽒名・名称の一部を省略したり、略称を⽤いたりせず、顧客のフル


ネームに基づいて預⾦⼝座の管理・照合及び仕向送⾦の通知を⾏うことを確保
する必要。


② 顧客が屋号・通称名等正式な⽒名・名称と異なる名義を有する場合、顧客の本
人確認書類に記載された顧客の正式な⽒名・名称に基づいて預⾦⼝座の管理・
照合及び仕向送⾦の通知を⾏う必要。


③ システム上の文字数制限その他の事情により上記①⼜は②の対応が困難な場
合、例えば、顧客の正式な⽒名・名称を別途電⼦データで管理の上照合する、
SWIFTの自由記載欄を活⽤するなどにより顧客の正式な⽒名・名称を通知する
など、適切な預⾦⼝座の管理・照合及び仕向送⾦の通知を確保する必要。







最近の外国為替検査等において検知された不備事項への対応
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⑷資産凍結等経済制裁への速やかな対応
 資産凍結等経済制裁対象者が拡⼤⼜は変更された場合には、自動照合システムに


おける制裁対象者リストの更新や預⾦⼝座の有無に係る照合作業に速やかに着⼿し、
合理的な期日（例えば、対応着⼿日の翌営業日）までに完了させる必要。


 他の⾦融機関との共同システムにより対応している場合も含め対応が必要。


⑸自動照合システムによる事前スクリーニングに係る態勢の整備


 自動照合システムによる取引前のスクリーニングは確認義務の履⾏において重要である
が、複数の⾦融機関において、自動照合システムの不具合等により、当該事前スクリー
ニングが適切に⾏われなかった事例が認められており、⾦融機関は、自動照合システム
の不具合等により必要な事前スクリーニングが⾏われずに取引・送⾦が⾏われることを防
止する観点からの態勢整備が必要。


 当該態勢の整備に当たっては、自動照合システムを含む外為法令遵守に関する各シス
テムについて、コンプライアンス関連及びシステム関連の双方の内部規程に、自動照合
システム等の事前スクリーニングの対象となる取引・送⾦の範囲や、これにより遵守され
る外為法令の規定との関連性を明記することが有⽤。このような措置をとった上でその
内容を研修等により関係する役職員に周知し、当該役職員の理解を促進する対応が
考えられる。
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【お問い合わせ先】


下記についてのお問い合わせは以下の連絡先にお願いします。


 本件を含む外為法令の適⽤に関する照会


 ウクライナ情勢をめぐる措置・北朝鮮関連措置の迂回等外為法に基づく経済
制裁への該当が疑われる取引等に関する情報提供 等


財務省国際局調査課外国為替室、為替実査室


電話︓０３ー３５８１ー４１１１


外国為替室（内線５７５３）


為替実査室（内線５４０７）






image1.emf
外為法に基づく資産 凍結等経済制裁への対応について.pdf


外為法に基づく資産凍結等経済制裁への対応について.pdf


0


外為法に基づく経済制裁等への対応について


2022年7月12日
財務省国際局外国為替室
財務省国際局為替実査室







目 次


１．ウクライナ情勢をめぐる外為法に基づく措置への対応 ２
当該措置の概要 3
当該措置に関する確認義務の履⾏（共通事項） 4
当該措置に関する確認義務の履⾏（個別留意点） 5


２．最近の外国為替検査等において検知された不備事項への対応 10


1







１．ウクライナ情勢をめぐる外為法に基づく措置への対応


2







ウクライナ情勢をめぐる外為法に基づく措置の概要


 ロシアの個人・団体*（619個人・団体）
プーチン⼤統領、政府⾼官、オリガルヒ、ロシ
ア中銀、11⾦融機関 等


 ベラルーシの個人・団体* （35個人・団体）
ルカシェンコ⼤統領、政府⾼官、4⾦融機関、
軍事関連企業 等


 クリミア「併合」、ウクライナ東部不安定化、２
共和国（自称）関係者（274個人・団体）


*指定団体（ロシア中銀を除く。）により株式の総数等の50％
以上を直接保有された団体も資産凍結等の対象。


①資産凍結等の措置 ③輸出入の禁止措置


 ロシア・ベラルーシ向け特定品目の輸出禁止
 ロシア・ベラルーシの特定団体への輸出禁止


（ロシア︓266団体、ベラルーシ︓27団体）
※このほか２共和国（自称）との輸出入、ロシアからの一部
品目の輸入を禁止


②証券の発行等の禁止措置


 ロシア政府等が発⾏した証券の取得・譲渡
の禁止


 ロシア政府等による本邦における証券の発
⾏・募集の禁止


 ロシアの特定銀⾏（5団体）による本邦にお
ける証券の発⾏・募集の禁止


 上記発⾏・募集のための労務・便益提供の
禁止


⑤対外直接投資の禁止措置


 ロシアにおいて⾏われる事業に係る対外直接
投資の禁止


 ロシア法人等により外国において⾏われる事
業に係る対外直接投資の禁止 3


④技術提供・サービスの禁止措置


 ロシア・ベラルーシ向け特定品目の技術提供
の禁止


 ロシア・ベラルーシの特定団体への技術提供
の禁止（対象者は③の特定団体と同じ。）


 ロシア向け特定サービスの提供の禁止


7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（共通事項）


ウクライナ情勢をめぐる外為法に基づく措置に係る確認義務の履⾏においては、外為
検査ガイドラインに沿った対応を⾏うとともに、次ページ以降の点に留意し、確認を実
施する必要。
【外為検査ガイドラインで求めている主な対応】
 制裁対象者が追加される等、規制の対象が拡⼤、変更された場合に、該当する


預⾦⼝座がないことを直ちに確認
 新規の預⾦⼝座開設の際に、当該預⾦⼝座開設者が制裁対象者か否かを確認
 顧客の送⾦について、自動照合システム等により照合し、制裁対象の送⾦ではな


いかを確認
 顧客の送⾦について、確認を⾏うために必要な、仕向国、被仕向銀⾏、送⾦目的、


送⾦人及び受取人の⽒名・名称、住所・所在地（国⼜は地域）等の情報（以
下「必要情報」という。）を把握し、これにより確認を実施 等


上記確認を⾏った上で、規制対象であると疑われる場合には、顧客に必要な資料の
提示又は詳細な説明を求める等により、慎重に確認
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7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（個別留意点）


⑴特定の団体により株式等を５０％以上所有されている団体への支払


 資産凍結等の措置の対象となるロシア・ベラルーシの団体（ロシア中央銀⾏を除く。）
については、当該団体により株式の総数⼜は出資の総額の５０％以上を直接所有さ
れている団体（本邦内に主たる事務所を有する団体を除く。）も資産凍結の対象であ
り、これへの対応として、例えば、以下を実施。
 顧客の仕向送⾦について、当該顧客から受取人が上記に該当しないことの申告を


受ける。
 顧客管理により把握された顧客の親会社等に資産凍結等の措置の対象となる団


体がないか確認。


⑵制裁対象銀⾏との間の支払等


 ロシア・ベラルーシの制裁対象銀⾏名のほか、当該銀⾏のSWIFTコード（BICコード）
を自動照合システムによるスクリーニングの対象単語に登録し、SWIFTの自由記載欄
（７０、７２番フィールド）を含めスクリーニングを実施する必要。
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7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







（参考）ロシア及びベラルーシの資産凍結等対象銀行


告示日 適用日 銀行名 英語表記 所在国等


2022.2.26 2022.3.28 バンク・ロシア Bank Rossiya ロシア


2022.3.1 2022.3.1 ロシア連邦中央銀行
Central Bank of the Russian 
Federation


ロシア


2022.3.1 2022.3.31 プロムスヴャジバンク Promsvyazbank ロシア


2022.3.1 2022.3.31 ロシア対外経済銀行 VEB.RF（Vnesheconombank） ロシア


2022.3.3 2022.4.2 対外貿易銀行 VTB Bank ロシア


2022.3.3 2022.4.2 ソフコムバンク Sovcombank ロシア


2022.3.3 2022.4.2 ノヴィコムバンク Novikombank ロシア


2022.3.3 2022.4.2 アトクリチエ Otkritie ロシア


2022.3.11 2022.4.10 ベルアグロプロムバンク Belagroprombank ベラルーシ


2022.3.11 2022.4.10 バンク・ダブラブィト Bank Dabrabyt ベラルーシ


2022.3.11 2022.4.10 ベラルーシ共和国開発銀行
Development Bank of the Republic 
of Belarus


ベラルーシ


2022.4.12 2022.5.12 ズベルバンク Sberbank ロシア


2022.4.12 2022.5.12 アルファバンク Alfa-bank ロシア


2022.6.7 2022.7.7 モスクワ・クレジット・バンク Credit Bank of Moscow ロシア


2022.6.7 2022.7.7 ロシア農業銀行
Russian Agricultural Bank 
(Rosselkhozbank)


ロシア


2022.6.7 2022.7.7
ベルインヴェストバンク（ベラ
ルーシ開発復興銀行）


Belinvestbank (Belarusian Bank for 
Development and Reconstruction)


ベラルーシ
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7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







⑶証券の発⾏等に関する確認
【規制対象取引等】


i. ロシアの政府その他政府機関等が発⾏した証券の取得⼜は譲渡
ii. ロシアの政府その他政府機関等による本邦における証券の発⾏⼜は募集
iii. ロシアの特定銀⾏（当該銀⾏により株式の総数⼜は出資の総額に占める割合の百分の


五十以上を直接に所有されている団体（本邦内に主たる事務所を有する団体を除く。）
を含む。）による本邦における証券（償還期限の定めがある場合、３０日超のものに限
る。）の発⾏⼜は募集


iv. 上記ii.及びiii.に掲げる発⾏⼜は募集のための労務⼜は便益の提供


【確認の実施方法】
 「必要情報」（p.４を参照）から、証券取引関係・役務取引関係の送⾦を検知


し、こうした送⾦やロシアとの間の仕向・被仕向送⾦について顧客から送⾦目的の
詳細を聴取するなどにより確認。


 取引件数等から、上記について悉皆的な確認が現実的ではない場合、顧客から
依頼される仕向・被仕向送⾦について、当該顧客から上記証券取引関係・役務
取引関係の送⾦に該当しないことの申告を受けた上で、ロシアとの間の仕向・被仕
向送⾦について送⾦目的の詳細を聴取することにより確認。 7


ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（個別留意点）
7月12日時点


（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







⑷技術提供・サービスに関する確認
【規制対象取引等】


i. ロシア・ベラルーシの居住者等に対する輸出禁止措置に関連する技術の提供（令和４年３⽉１８
日以後に開始される取引に限り、公知の技術を提供するものを除く。以下ii.に置いて同じ。）


ii. ロシア・ベラルーシの特定団体に対する技術の提供
iii. ロシアの居住者等に対する信託業に係る労務⼜は便益の提供（令和４年９⽉５日以後に開始さ


れる取引に限り、本邦居住者による出資⽐率が１０％以上の法人等、本邦居住者との間に永続
的な経済関係がある法人その他の団体に対し提供するものを除く。以下iv.において同じ。）


iv. ロシア法人等に対する会計・監査・経営コンサルタント業に係る労務⼜は便益の提供
※上記iii.のうち、ロシア居住者等との間の信託契約（当該ロシア居住者等から受託するものに限る。）に
基づく債権の発⽣、変更⼜は消滅に係る取引については、別途、資本取引として規制対象。


【確認の実施方法】
 「必要情報」 （p.４を参照）から、技術提供・サービス関係の送⾦を検知し、こうした送⾦やロシア・ベ


ラルーシ（上記iii.及びiv.に関してはロシア）との間の仕向・被仕向送⾦について顧客から送⾦目的の
詳細を聴取するなどにより確認。


 取引件数等から、上記について悉皆的な確認が現実的ではない場合、顧客から依頼される仕向・被
仕向送⾦について、当該顧客から上記技術提供関係の送⾦に該当しないことの申告を受けた上で、ロ
シア・ベラルーシ（上記iii.及びiv.に関してはロシア）との間の仕向・被仕向送⾦について送⾦目的の詳
細を聴取することにより確認。


※上記確認は、主に被仕向送⾦に対し実施することが効果的。
 上記ii.は、特定団体を自動照合システム等によるスクリーニングの対象単語に登録するなどにより確認。
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ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（個別留意点）
7月12日時点


（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







⑸対外直接投資（※）に関する確認
【規制対象取引等】


i. ロシアにおいて⾏われる事業に係る対外直接投資（令和４年５⽉１２日以後に開始される対外
直接投資に限る。以下同じ。）


ii. ロシア法人等及びロシア法人等に実質的に⽀配されている法人により外国において⾏われる事業に
係る対外直接投資


※出資⽐率が１０％以上の外国法人に対するものなど、外国法人等と永続的な経済関係を樹⽴するた
めに⾏われる証券の取得、⾦銭の貸付、⽀店・⼯場等の設置・拡張に係る資⾦の⽀払が対外直接投資
規制の対象。また、居住者が非居住者と共同設⽴する組合その他の団体への上記i及びiiに相当する⽀払
についても規制対象。


【確認の実施方法】
 「必要情報」（p.４を参照）から、対外直接投資関係の送⾦を検知し、こうした送⾦やロ


シアとの間の仕向・被仕向送⾦について顧客から送⾦目的の詳細を聴取するなどにより確認。
 取引件数等から、上記について悉皆的な確認が現実的ではない場合、顧客から依頼される


仕向・被仕向送⾦について、当該顧客から上記対外直接投資関係の送⾦に該当しないこ
との申告を受けた上で、ロシアとの間の仕向・被仕向送⾦について送⾦目的の詳細を聴取
することにより確認。
※上記確認は、主に仕向送⾦に対し実施することが効果的。


 顧客がロシアにおいて関連会社、⽀店、事務所、⼯場等を有していることやロシア法人との
共同事業等を営んでいることを把握している場合など、当該顧客の送⾦が規制対象である
ことが疑われる場合には、特に慎重に対応。 9


ウクライナ情勢をめぐる措置に関する確認義務の履行（個別留意点） 7月12日時点
（本内容は今後の追加措置等
により変更がありえます）







２．最近の外国為替検査等において検知された
不備事項への対応
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⑴預⾦⼝座の相続が⽣じた場合の対応


 相続代表者（代理人含む。）のみならず、非居住者や外国人である相続人全員につ
いて、①相続人が資産凍結等経済制裁対象者に該当しないこと、②相続人の住所⼜
は居所が北朝鮮に所在しないことの確認が必要。


⑵北朝鮮の居住者に実質的に支配されている法人等に向けた送⾦ではないことの確認


 北朝鮮に対する⽀払の原則禁止措置に関し、銀⾏等は、顧客の仕向送⾦について、
受取人が、①北朝鮮の居住者ではないか、②北朝鮮の居住者に実質的に⽀配されて
いる法人その他の団体ではないかを確認する必要。


 基本的に顧客からの申告による方法で差し⽀えないが、例えば、「受取人／受取人の
実質的⽀配者は北朝鮮に住所⼜は居所を有する者等ではない」といった明⽰的な表
現による申告を受けるなど適切な申告を確保する必要。（顧客に北朝鮮関連規制に
該当するものではないことを⽰す「NNK」（Not North Korea）等といった記載を求める場
合も、その趣旨に、「受取人／受取人の実質的⽀配者は北朝鮮に住所等を有する者
等ではない」などといったことを含むことを顧客に明⽰的に案内教⽰。）


 規制対象であると疑われる場合においては、顧客に必要な資料の提⽰⼜は詳細な説
明を求めること等により、慎重な確認が必要。
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⑶預⾦⼝座の管理・照合及び仕向送⾦における顧客の⽒名・名称への適切な対応
 非居住者⼜は外国人である顧客の預⾦⼝座の管理においては、原則として本人確認


書類を基に顧客のアルファベット名をシステム等に登録した上で、顧客名義と経済制裁
対象者名義との照合を適切に⾏う必要。


 また、仕向送⾦に際しては、顧客の⽒名・名称を中継⾦融機関⼜は被仕向⾦融機
関に対して適切に通知する必要。


 特に、以下のような場合においても、顧客の正式な⽒名・名称（個人においては本名、
法人においてはフル名称。以下同じ。）に基づいて対応する必要。
① 顧客の正式な⽒名・名称の一部を省略したり、略称を⽤いたりせず、顧客のフル


ネームに基づいて預⾦⼝座の管理・照合及び仕向送⾦の通知を⾏うことを確保
する必要。


② 顧客が屋号・通称名等正式な⽒名・名称と異なる名義を有する場合、顧客の本
人確認書類に記載された顧客の正式な⽒名・名称に基づいて預⾦⼝座の管理・
照合及び仕向送⾦の通知を⾏う必要。


③ システム上の文字数制限その他の事情により上記①⼜は②の対応が困難な場
合、例えば、顧客の正式な⽒名・名称を別途電⼦データで管理の上照合する、
SWIFTの自由記載欄を活⽤するなどにより顧客の正式な⽒名・名称を通知する
など、適切な預⾦⼝座の管理・照合及び仕向送⾦の通知を確保する必要。
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⑷資産凍結等経済制裁への速やかな対応
 資産凍結等経済制裁対象者が拡⼤⼜は変更された場合には、自動照合システムに


おける制裁対象者リストの更新や預⾦⼝座の有無に係る照合作業に速やかに着⼿し、
合理的な期日（例えば、対応着⼿日の翌営業日）までに完了させる必要。


 他の⾦融機関との共同システムにより対応している場合も含め対応が必要。


⑸自動照合システムによる事前スクリーニングに係る態勢の整備


 自動照合システムによる取引前のスクリーニングは確認義務の履⾏において重要である
が、複数の⾦融機関において、自動照合システムの不具合等により、当該事前スクリー
ニングが適切に⾏われなかった事例が認められており、⾦融機関は、自動照合システム
の不具合等により必要な事前スクリーニングが⾏われずに取引・送⾦が⾏われることを防
止する観点からの態勢整備が必要。


 当該態勢の整備に当たっては、自動照合システムを含む外為法令遵守に関する各シス
テムについて、コンプライアンス関連及びシステム関連の双方の内部規程に、自動照合
システム等の事前スクリーニングの対象となる取引・送⾦の範囲や、これにより遵守され
る外為法令の規定との関連性を明記することが有⽤。このような措置をとった上でその
内容を研修等により関係する役職員に周知し、当該役職員の理解を促進する対応が
考えられる。
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【お問い合わせ先】


下記についてのお問い合わせは以下の連絡先にお願いします。


 本件を含む外為法令の適⽤に関する照会


 ウクライナ情勢をめぐる措置・北朝鮮関連措置の迂回等外為法に基づく経済
制裁への該当が疑われる取引等に関する情報提供 等


財務省国際局調査課外国為替室、為替実査室


電話︓０３ー３５８１ー４１１１


外国為替室（内線５７５３）


為替実査室（内線５４０７）






